
令和３年度第３回摂津市個人情報保護審議会会議録

　　日　　時：令和4年3月25日（金）　午前10時00分開会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　午前10時20分閉会
　　場　　所：摂津市役所本館2階203会議室
　　出席委員：米田会長、久保副会長、小林委員、安田委員、鷹家委員
　　担 当 課：生活環境部市民課
　　事 務 局：総務部情報政策課
　　傍 聴 者：３名

　　　１．議題
　　　　　(1)　自衛官募集事務に係る対象者情報の外部提供について

　　　２．その他

１．議題
＜自衛官募集事務に係る対象者情報の外部提供について＞

会　長 自衛官募集事務に係る対象者情報の外部提供について、担当課からご説明をお願
いする。

担当課 平成28年度から自衛隊に対し、紙媒体での名簿提供を行っている。自衛隊は災害
時の救援活動等、安心した市民生活を送る上で欠かせない存在であり、公益上必
要なものと考え情報を提供している。ただし、自己情報の提供を希望しない方も
おられることは否定できないため、個人情報保護の観点から、除外申請手続制度
を導入することの可否を合わせて諮問したい。

会　長 対象者名簿は誰が出力しているのか。

担当課 出力は市民課職員で行っている。

会　長 リストを紙媒体で提出しているということだが、今の時代に何故紙媒体で提出し
ているのか。

担当課 データで提供を行っている自治体もあるが、一部の限られた自治体だけである。
今後増加するかもしれないが、現状は紙媒体での提出が一般的である。

委　員 平成28年度からリストを提供しているということだが、除外申請手続は今まで実
施していなかったのか。

担当課 実施していなかった。

委　員 除外申請があった場合、対象者名簿からの削除は誰が行うのか。

担当課 市民課の職員で削除する。



会　長 自己情報を自衛隊に提供されているということを、対象者はどのようなきっかけ
で知ることができるのか。対象者が除外申請をする流れについても教えてほし
い。

担当課 18歳または22歳になる方が対象になるということは、広報紙及び摂津市ホーム
ページに掲載している。除外申請の手続きについても同様に、広報誌及び摂津市
ホームページへの掲載を予定している。除外申請期間を1ヵ月程度設け、申請が
あれば対象者名簿から除外する予定でいる。

会　長 広報紙または摂津市ホームページを積極的に見ている方は気付くが、そうでない
方は除外申請のきっかけを得られず、知らないところで情報が提供されるという
ことか。

担当課 現状そういうこととなっている。他の情報発信も検討している。具体的には摂津
市公式LINE等、SNSを活用した通知を考えている。ただし、ご指摘された通り、
SNS等も見ない方には伝わらないままである。

会　長 それはやむを得ないという考えか。

担当課 そういうこととなる。

委　員 平成28年から実施されているが、（自衛官募集の通知が）届いた市民の方から
「こんなのが届いたら困る」という指摘などはなかったのか。

担当課 市民課に配属されて3年となるが、その間に問い合わせは無かった。

会　長 他に質問がないようなので表決を行う。自衛官募集事務に係る対象者情報の外部
提供について、賛成の方は挙手をお願いする。

（委員5名全員挙手）

会　長 全員が賛成ということで、自衛官募集事務に係る対象者情報の外部提供について
承認とする。続いて、除外申請手続制度の導入について、賛成の方は挙手をお願
いする。

（委員5名全員挙手）

全員が賛成ということで、除外申請手続制度の導入について、承認とする。

委　員 本件は市民と市役所との信頼関係を構築する上で非常に重要なものであると考え
る。可能な限り、市民の方に伝わるような工夫をしてほしい。また、除外申請を
された方の情報について重要な個人情報となるので、厳重な取扱いをお願いす
る。

２．その他
次回開催について、令和４年５月頃を予定していると事務局から説明。



個人情報審議会への諮問書 

 

摂 生 市 第 ４ ４ ４ 号 

令和３年１２月２４日 

 

摂津市個人情報保護審議会 

会長 米田 宗義 様 

摂津市長 森 山 一 正 

 

 

摂津市個人情報保護条例の規定により下記の内容について、諮問します。 

 

 

個人情報を取り扱う

事務の名称 

 

自衛官募集事務に係る対象者情報の外部提供について 

該 当 事 項 

□要配慮個人情報の収集等（条例第7条第2項）  

 

□本人以外からの収集（条例第8条第2項第6号） 

 

■目的外利用等（条例第9条第1項第5号）  

 

□オンライン結合による外部提供（条例第9条第3項）  

 

□その他 

該当事項となる理由 

防衛省からの依頼に基づき、摂津市が保有する募集対象者情報

を防衛省の自衛隊大阪地方協力本部に提供することが、摂津市

個人情報保護条例第9条に規定する保有個人情報の外部提供に該

当するため。 

※自衛官募集に係る案内を送付する年度において、18歳及び22

歳になる者の氏名、住所、生年月日及び性別 

 

担 当 課 

 

生活環境部 市民課 

備  考 別紙あり 
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【概 要】 

摂津市では、自衛官及び自衛官候補生の募集事務について、平成２８年度から

必要な募集対象者情報を紙媒体で自衛隊大阪協力本部に提供している。 

これは、自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第９７条第１項において「都

道府県知事及び市町村長は、政令で定めるところにより、自衛官及び自衛官候補

生の募集に関する事務の一部を行う。」と定められており、自衛隊法施行令（昭

和２９年政令第１７９号）第１２０条において、「防衛大臣は、自衛官及び自衛

官候補生の募集事務に関し必要があると認めるときは、都道府県知事又は市町

村長に対し、必要な報告又は資料の提出を求めることができる。」と定められて

いることに基づくものである。 

これら両規定の趣旨や目的の解釈については、国から次のとおり一定の見解

が示されている。 

・自衛官及び自衛官候補生の募集に関し必要となる個人の氏名、生年月日等の

情報に関する資料については、自衛隊法第９７条第１項及び自衛隊法施行令第

１２０条の規定により、防衛大臣が市町村の長に対し提出を求めることができ

るものと解される。 

・自衛隊法第９７条第１項及び自衛隊法施行令第１２０条の規定により自衛

官及び自衛官候補生の募集に関し必要な資料を市町村の長が自衛隊地方協力

本部に提出することは、これらの規定に基づいて遂行される適法な事務であり、

住民基本台帳法上に明文の規定がないからといって、特段の問題を生ずるもの

ではないと考える。（平成２６年１０月７日内閣衆質１８７第２号） 

 ・自衛官又は自衛官候補生の募集事務に関し必要な資料として、住民基本台帳

の一部の写しを用いることについて、住民基本台帳法上、特段の問題を生ずる

ものではないこと。（令和３年２月５日防衛省人事教育局人材育成課長及び総

務省自治行政局住民制度課長通知） 

このほか、各都道府県住民基本台帳担当部長宛て通知（平成２７年３月３１日

総務省自治行政局住民制度課長通知）や防衛大臣記者会見（平成３１年２月１９

日）などにおいても同趣旨の見解が示されている。 

さらに、自衛隊法施行令第１２０条の規定により市町村が処理することとさ

れている事務については、法定受託事務と定められている（地方自治法施行令第

１条及び別表第１）。法定受託事務は、法律又はこれに基づく政令により市町村

等が処理することとされる事務のうち、国が本来果たすべき役割に係るもので

あって、国においてその適正な処理を特に確保する必要があるものとされてい

る。 

このような法定受託事務について国自身が示している公式見解は、市町村に

とっては大きな意義を有している。 

 



2 

 

  

【諮 問】 

これまで紙媒体により住民基本情報を提供してきたこと、自衛隊は災害が発

生した際の救援活動など安心して生活するうえで欠かせない存在であり、法定

受託事務を担う自治体として対象者の情報を紙媒体で提出することは、公益上

の必要があると考えており自衛官募集事務に係る対象者情報の情報提供につい

て諮問するものである。 

一方、紙媒体で提出した場合、自衛隊への適齢者名簿提供について、名簿対象

者の中には自己の情報を名簿から除外してほしいという要望がある可能性も否

定できない。そのようなことから、名簿対象からの除外申請手続制度を導入する

ことの可否を諮問するものである。 
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【条 文】 

自衛隊法 （昭和二十九年法律第百六十五号） 

 

（都道府県等が処理する事務） 

第九十七条 都道府県知事及び市町村長は、政令で定めるところにより、自衛官及び自

衛官候補生の募集に関する事務の一部を行う。 

 

２ 防衛大臣は、警察庁及び都道府県警察に対し、自衛官及び自衛官候補生の募集に関

する事務の一部について協力を求めることができる。 

 

３ 第一項の規定により都道府県知事及び市町村長の行う事務並びに前項の規定によ

り都道府県警察の行う協力に要する経費は、国庫の負担とする。 

 

 

 

自衛隊法施行令 （昭和二十九年政令第百七十九号） 

 

（報告又は資料の提出） 

第百二十条 防衛大臣は、自衛官又は自衛官候補生の募集に関し必要があると認めると

きは、都道府県知事又は市町村長に対し、必要な報告又は資料の提出を求めることがで

きる。 

 

 

 

住民基本台帳法 （昭和四十二年法律第八十一号） 

 

（国又は地方公共団体の機関の請求による住民基本台帳の一部の写しの閲覧） 

第十一条 国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行のために必要である

場合には、市町村長に対し、当該市町村が備える住民基本台帳のうち第七条第一号から

第三号まで及び第七号に掲げる事項（同号に掲げる事項については、住所とする。以下

この項において同じ。）に係る部分の写し（第六条第三項の規定により磁気ディスクを

もつて住民票を調製することにより住民基本台帳を作成している市町村にあつては、当

該住民基本台帳に記録されている事項のうち第七条第一号から第三号まで及び第七号

に掲げる事項を記載した書類。以下この条、次条及び第五十条において「住民基本台帳

の一部の写し」という。）を当該国又は地方公共団体の機関の職員で当該国又は地方公

共団体の機関が指定するものに閲覧させることを請求することができる。 
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○摂津市個人情報保護条例 （平成 5年 3月 31日） 

(利用及び提供の制限) 

第 9条 実施機関は、次に掲げる場合を除き、個人情報取扱事務の目的以外の目的の

ために保有個人情報(保有特定個人情報を除く。以下この条において同じ。)を当該実

施機関内において利用し、又は当該実施機関以外の者に提供してはならない。 

(1) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

(2) 法令等の定めがあるとき。 

(3) 出版、報道等により公にされているとき。 

(4) 人の生命、身体又は財産の保護のため、緊急かつやむを得ないと認められると

き。 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要があり、

かつ、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがないと実施機関が認める

とき。 

2 実施機関は、実施機関以外の者に保有個人情報を提供する場合において、必要があ

ると認めるときは、保有個人情報の提供を受ける者に対し、提供に係る個人情報の利

用目的若しくは利用方法の制限その他の必要な制限を付し、又はその適切な取扱いに

ついて必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

3 実施機関は、通信回線を用いた電子計算機その他の情報機器の結合(実施機関が保

有する保有個人情報を実施機関以外の者が随時入手することができる状態にするもの

に限る。)により、保有個人情報を実施機関以外の者に提供してはならない。ただし、

審議会の意見を聴いた上で、公益上の必要があり、かつ、個人情報について必要な保

護措置が講じられていると実施機関が認める場合は、この限りでない。 

 

(平 17条例 60・平 27条例 28・令 3条例 16・一部改正) 

 

 



【参考資料】目次 

①平成 26年 10月 7日 

 内閣衆質一八七第二号 政府答弁書より抜粋 

②平成 31年 2月 19日 

 岩屋防衛大臣記者会見より抜粋 

③自衛官募集事務に係る対象者情報の提供について（大阪市） 

 除外申請について 

④自衛官募集事務に係る対象者情報の提供について（箕面市） 

 除外申請について 

⑤自衛官募集等の推進について（依頼）R3.2.24 

⑥自衛官募集等の推進に係る募集事務の細部について（依頼）R3.3.9 

⑦自衛官及び自衛官候補生の募集のために必要な募集対象者情報の

提出について（依頼）R3.3.29 

⑧保有個人情報外部提供承認通知書 R3.6.17 

⑨自衛官又は自衛官候補生の募集事務に関する資料の提出について

（通知）R3.2.5 

⑩自衛官等の募集事務に関する住民基本台帳事務の適正な執行につ

いて（通知）H27.3.31 



平成 26年 9月 29日 内閣衆質１８７第 2号  

質問主意書（阿部知子 衆議院議員）より抜粋 

 

第五① 

自衛隊が適齢者情報提供を依頼する法的根拠についての防衛庁（当時）の説明

は、二〇〇三年当時も二転三転した結果、自衛隊法第九十七条及び自衛隊法施行

令第百二十条に落ち着いた経緯があり、後付けの説明である疑いが強い。なお、

一九七四年発行の『防衛法』（自由国民社）では、都道府県知事又は市町村長に

よる報告又は資料の提出を規定した自衛隊法施行令第百二十条に係り「（自衛官）

募集事務がスムーズに遂行されるよう、内閣総理大臣［現在は防衛大臣］は、都

道府県知事および市町村長に対して、募集に対する一般の反応、応募者数の大体

の見通し、応募年齢層の概数等に関する報告および県勢統計等の資料の提出を

求め、地方の実情にそくして募集が円滑に行われているかどうかを判断」とある

ことから、適齢者情報提供は制定時に想定されていなかったと考えられる。自衛

隊が市町村に適齢者情報提供を依頼する正当性及び適法性について、政府の見

解を法律に則して明確に示されたい。 

 

第五② 

住民基本台帳法には国の機関による写しの閲覧は規定されているが、このよ

うな「提供」に係る明文規定はなく、同法上「提供」は予定されていないと考え

られる。住民基本台帳法の趣旨及び条文に照らして、市町村による適齢者情報の

提供がなぜ認められるのか、明確な根拠を示されたい。 

 

 

平成 26年 10月 7日 政府答弁書より抜粋 

 

五の①について 

お尋ねの「正当性」及び「適法性」の意味するところが必ずしも明らかではな

いが、自衛官及び自衛官候補生の募集に関し必要となる個人の氏名、生年月日等

の情報に関する資料については、自衛隊法第九十七条第一項及び自衛隊法施行

令第百二十条の規定により、防衛大臣が市町村の長に対し提出を求めることが

できるものと解される。 

 

五の②について 

自衛隊法第九十七条第一項及び自衛隊法施行令第百二十条の規定により自衛

官及び自衛官候補生の募集に関し必要な資料を市町村の長が自衛隊地方協力本

部に提出することは、これらの規定に基づいて遂行される適法な事務であり、住

民基本台帳法（昭和四十二年法律第八十一号）上に明文の規定がないからといっ

て、特段の問題を生ずるものではないと考える。 
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岩屋防衛大臣記者会見より抜粋 （平成 31年 2月 19日） 

 

   

【以下、Ｑ：記者  Ａ：岩屋防衛大臣】 

 

 

Ｑ：自衛官の募集についてお伺いします。安倍総理が６割の自治体から協力を得

られていないと発言したことについて、弊社の取材によると、全国の自治体から

は、住民基本台帳の閲覧等は行っているので、協力していないという発言には違

和感を覚えるという反応が多く寄せられました。この自治体の反応についての

大臣の受け止めと、今後、防衛省が望む形で名簿を提出してもらうためにどのよ

うに取り組むのか、お考えをお聞かせください。 

 

Ａ：自衛隊法９７条、また自衛隊法施行令第１２０条の規定に基づいて、防衛大

臣はすべての都道府県知事及び市町村長宛てに公文書によりまして、自衛官等

の募集に必要な資料の提出を求めております。 

でき得れば、紙媒体や電子媒体という形で情報提供をしていただくと、自衛官

募集の作業も効率的に進めることができると思いますので、防衛省としては、引

き続き、一つでも多くの自治体の皆様に法令や政令の趣旨を御理解いただき、御

協力をいただけるように、お願いをしてまいりたいと思います。 

 

 

 

 

Ｑ：まさに依頼に応じていただける環境を作るということが法律にきちんと４

情報を提供してもらうということを明記することだと思うのですが、こういっ

た個人情報みたいなものを１８歳、２２歳といったようなかなり大きな枠で、ご

そっと提供しろというようなことをきちんと法律に明記せずに求めるというこ

とが適切な行為なのでしょうか。 

 

Ａ：それは自衛隊法第９７条と施行令第１２０条の規定によって、そういう情報

資料を求めることができるというのは、しっかり法的に担保されていると私は

思います。 
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Ｑ：自衛官の募集ということが性質としては営業行為とは思いませんけれども、

通常、想定されているような公益目的と言えるのか。それとも自己の組織のため

の営業行為とは違うのですけれども、住基台帳が十数年前の法改正で禁止した

ような行為に近いのではないかというような印象も受けるのですけれども、自

衛官募集ということは、いかに公益かということについて御説明をお願いしま

す。 

 

Ａ：優れて公益目的の作業だというふうに私は考えております。国の安全保障を

司る自衛隊の自衛官募集の作業ですから。住民基本台帳法上にも、他に法令の規

定がある場合は、国はそういう情報の提供を受けることができる、閲覧すること

ができるとなっていると思いますが、法令上もしっかり担保されていることで

ありますし、優れて公益に資する事柄だと思っております。 

 

 

 

 

Ｑ：今、人手不足の状況で、民間企業も含め、自衛隊に限らず公務員の方々の人

材の募集というのも非常に厳しい状況があると思うのですけれども、その中で

自衛隊だけそういった個人情報を集めてダイレクトメールを送るというような

アプローチの仕方が、適切であるというふうにお考えになる何か理由というの

はあるのでしょうか。 

 

Ａ：先ほども申し上げたように、国民の安全、国土の安全というものを担保する

ために防衛省・自衛隊という組織はあるわけでございますから、法令に基づいて

そういう状況を提供していただくということに問題があるとは考えておりませ

ん。防衛省・自衛隊の場合は、法令・政令に基づいて自治体の御協力をいただい

て、防衛省・自衛隊という組織はどういう組織なのかということをお知らせさせ

ていただいて、進路選択の一つの材料にしていただけるとありがたいというこ

とでございますので、そこは特段の問題はないのではないかと考えております。 














































